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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｆｅ並びに元素Ｌ及び元素Ｍ（但し、元素ＬはＳｉ又はＺｒであり、元素ＭはＳｉ、Ｚ
ｒ以外のＦｅより酸化し易い金属元素である。）を含む軟磁性合金粒子と、前記軟磁性合
金粒子の一部が酸化してなる酸化膜と、を備え、隣接する軟磁性合金粒子どうしの結合の
少なくとも一部は前記酸化膜を介しており、前記酸化膜は内膜と内膜より外側に位置する
外膜とを有し、内膜は元素Ｍより元素Ｌを多く含み、外膜は元素Ｌより元素Ｍを多く含み
、前記内膜の厚さが５ｎｍから５０ｎｍの範囲であり、前記外膜の厚さが１００ｎｍから
１５０ｎｍである、磁性体。
【請求項２】
　請求項１記載の磁性体を含有する磁心を備える電子部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はコイル・インダクタ等の電子部品において主に磁心として用いることができる
磁性体、及びそれを含む電子部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インダクタ、チョークコイル、トランス等といった電子部品（所謂、コイル部品・イン
ダクタンス部品）は、磁心としての磁性体と、前記磁性体の内部または表面に形成された
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コイルとを有している。磁性体の材料としてＮｉ－Ｃｕ－Ｚｎ系フェライト等のフェライ
トが一般に用いられている。
【０００３】
　近年、この種の電子部品には大電流化（定格電流の高値化を意味する）が求められてお
り、該要求を満足するために、磁性体の材料を従前のフェライトから金属系の材料に切り
替えることが検討されている。金属系の材料としてはＦｅ－Ｃｒ－Ｓｉ合金やＦｅ－Ａｌ
－Ｓｉ合金があり、材料自体の飽和磁束密度がフェライトに比べて高い。その反面、材料
自体の体積抵抗率が従前のフェライトに比べて格段に低い。
【０００４】
　特許文献１には、Ｆｅ－Ｃｒ－Ａｌ系合金粉を軟磁性材料粉として用いる圧粉磁心及び
その製造方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第５６２６６７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　電子部品における昨今の小型化、高性能化の要求によれば、飽和特性を確保するために
Ｆｅの比率を高めた際にも高い絶縁抵抗が維持されることが望まれる。本発明はかかる磁
性体の提供を課題とする。さらに、本発明は前記磁性体を含む電子部品の提供も課題とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らが鋭意検討した結果、以下のような本発明を完成した。
　本発明によれば、Ｆｅ並びに元素Ｌ及び元素Ｍ（但し、元素ＬはＳｉ又はＺｒであり、
元素ＭはＳｉ、Ｚｒ以外のＦｅより酸化し易い金属元素である。）を含む軟磁性合金粒子
と、前記軟磁性合金粒子の一部が酸化してなる酸化膜と、を備え、隣接する軟磁性合金粒
子どうしの結合の少なくとも一部は前記酸化膜を介しており、前記酸化膜は内膜と内膜よ
り外側に位置する外膜とを有し、内膜は元素Ｍより元素Ｌを多く含み、外膜は元素Ｌより
元素Ｍを多く含む、磁性体が提供される。
　このような磁性体を含有する磁心を備える電子部品もまた本発明の一実施態様である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、内膜と外膜という少なくとも二種類の酸化膜を備えることにより高い
絶縁性が得られる。この二種類の酸化膜に含まれるＦｅの比率が相対的に少ない場合には
酸化膜の厚さを薄くでき高充填が期待される。上記元素ＭがＣｒ又はＡｌである場合には
、さらに、耐湿試験におけるインダクタンス特性及び抵抗値の変化が少なくなる。この磁
性体を用いることで、小型で、環境に影響されない電子部品を作ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の磁性体における酸化膜の微細構造を模式的に表す断面図である。
【図２】３点曲げ破断応力の測定の模式的な説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　図面を適宜参照しながら本発明を詳述する。但し、本発明は図示された態様に限定され
るわけでなく、また、図面においては発明の特徴的な部分を強調して表現することがある
ので、図面各部において縮尺の正確性は必ずしも担保されていない。
【００１１】
　図１は本発明の磁性体における酸化膜の微細構造を模式的に表す断面図である。本発明
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において、磁性体は、全体としては、もともとは独立していた多数の軟磁性合金粒子１１
どうしが結合してなる集合体として把握される。磁性体は、多数の軟磁性合金粒子１１か
らなる圧粉体であるということもできる。図１には２つの軟磁性合金粒子１１の界面付近
が拡大して描写されている。少なくとも一部の軟磁性合金粒子１１にはその周囲の少なく
とも一部、好ましくは概ね全体にわたって酸化膜１２ａ、１２ｂが形成されていて、この
酸化膜１２ａ、１２ｂにより磁性体の絶縁性が確保される。隣接する軟磁性合金粒子１１
どうしは、主として、それぞれの軟磁性合金粒子１１の周囲にある酸化膜１２ａ、１２ｂ
を介して結合し、結果として、一定の形状を有する磁性体が構成される。本発明によれば
、部分的には、隣接する軟磁性合金粒子１１が、金属部分どうしで結合していてもよい。
従来の磁性体においては、硬化した有機樹脂のマトリクス中に磁性粒子又は数個程度の磁
性粒子の結合体が分散しているものや、硬化したガラス成分のマトリクス中に磁性粒子又
は数個程度の磁性粒子の結合体が分散しているものが用いられていた。本発明では、有機
樹脂からなるマトリクスもガラス成分からなるマトリクスも、実質的に存在しないことが
好ましい。
【００１２】
　個々の軟磁性合金粒子１１は、少なくとも鉄（Ｆｅ）と鉄より酸化しやすい２種の元素
（本発明ではＬ及びＭと記載する。）とを少なくとも含む合金である。元素Ｌと元素Ｍと
は相異なり、いずれも、金属元素又はＳｉである。元素Ｌ及びＭが金属元素である場合は
、典型的には、Ｃｒ（クロム）、Ａｌ（アルミニウム）、Ｚｒ（ジルコニウム）、Ｔｉ（
チタン）などが挙げられ、好ましくは、ＣｒまたはＡｌである。本発明の磁性体にはＳｉ
又はＺｒを含むことが好ましい。相異なる２種の金属元素又はＳｉを元素Ｍ及び元素Ｌに
対応させる考え方は後述する。
【００１３】
　磁性体全体において、Ｆｅの含有率は好ましくは９２．５～９６ｗｔ％である。前記範
囲である場合に高い体積抵抗率が確保される。磁性体全体において、元素Ｌの含有率は好
ましくは１．５～３ｗｔ％である。磁性体全体において、元素Ｍの含有率は好ましくは２
～４．５ｗｔ％である。磁性体全体の組成については、プラズマ発光分析で算出すること
ができる。
【００１４】
　Ｆｅおよび元素Ｌ及びＭ以外に含まれていてもよい元素としてはＭｎ（マンガン）、Ｃ
ｏ（コバルト）、Ｎｉ（ニッケル）、Ｃｕ（銅）Ｐ（リン）、Ｃ（炭素）などが挙げられ
る。
【００１５】
　磁性体を構成する個々の軟磁性合金粒子１１の少なくとも一部には、その周囲の少なく
とも一部に酸化膜１２ａ、１２ｂが形成されている。酸化膜１２ａ、１２ｂは磁性体を形
成する前の原料粒子の段階で形成されていてもよいし、原料粒子の段階では酸化膜が存在
しないか極めて少なく成形過程において酸化膜を生成させてもよい。成形前の軟磁性合金
粒子１１に熱処理を施して磁性体を得るときに、軟磁性合金粒子１１の表面部分が酸化し
て酸化膜１２ａ、１２ｂが生成し、その生成した酸化膜１２ａ、１２ｂを介して複数の軟
磁性合金粒子１１が結合することが好ましい。酸化膜１２ａ、１２ｂの存在は、走査型透
過電子顕微鏡（ＳＴＥＭ）による１０００００倍程度の撮影像においてコントラスト（明
度）の違いとして認識することができる。また、酸化膜１２ｂの存在は、走査型電子顕微
鏡（ＳＥＭ）による１００００倍程度の撮影像においてコントラスト（明度）の違いとし
ても認識することができる。酸化膜１２ａ、１２ｂの存在により磁性体全体としての絶縁
性が担保される。
【００１６】
　図示されるように、酸化膜は少なくとも二層を有し、軟磁性合金粒子１１により近い層
（すなわち内側）を内膜１２ａと呼ぶ。内膜１２ａより外側に位置する酸化膜を外膜１２
ｂと呼ぶ。本発明では、内膜１２ａは元素Ｍより元素Ｌを多く含む。逆に、外膜１２ｂは
元素Ｌより元素Ｍを多く含む。ここで、元素ＬはＳｉ又はＺｒであり、元素ＭはＳｉでも



(4) JP 6545992 B2 2019.7.17

10

20

30

40

50

なく、Ｚｒでもない、Ｆｅより酸化し易い金属元素である。
【００１７】
　上述のような内膜１２ａ及び外膜１２ｂを有することにより、絶縁性が高く、しかも機
械的強度の強い磁性体を得ることができる。
【００１８】
　元素ＬがＳｉ又はＺｒであることにより、元素Ｌを高比率で含む内膜１２ａを薄くする
ことができ、充填率を高くすることができる。また、外膜１２ｂを合わせ持つことで耐湿
試験において、インダクタンス特性及び抵抗値が変化しにくくなる。
【００１９】
　内膜１２ａが薄すぎると膜としての連続性が無くなり、軟磁性合金粒子１１の表面を覆
うことができず、絶縁性が弱くなり、内膜１２ａが厚すぎると透磁率が低くなる。一方、
外膜１２ｂが薄すぎると機械的強度が弱くなり、外膜１２ｂが厚すぎると透磁率が低くな
る。好ましくは、外膜１２ｂの厚さは内膜１２ａの厚さより厚くすることで、機械的強度
と絶縁性を両立させことができる。
【００２０】
　酸化膜１２ａ、１２ｂを得るためには、磁性体を得るための原料粒子にＦｅの酸化物が
なるべく少なく含まれるかＦｅの酸化物を極力含まれないようにして、磁性体を得る過程
において加熱処理などにより合金の表面部分を酸化させることなどが挙げられる。このよ
うな処理により、Ｆｅよりも酸化しやすい金属元素Ｍ又はＳｉが選択的に酸化されて、結
果として、酸化膜１２ａ、１２ｂにおけるＦｅに対する元素Ｌ及び元素Ｍ及び元素の重量
比が、軟磁性合金粒子１１におけるＦｅに対する元素Ｌ及び元素Ｍの重量比よりも相対的
に大きくなりやすい。
【００２１】
　磁性体において軟磁性合金粒子１１どうしは主として酸化膜１２ａ、１２ｂを介して結
合する。酸化膜１２ａ、１２ｂを介する結合部２２の存在は、例えば、約５０００倍に拡
大したＳＥＭ観察像などから視認することができる。酸化膜１２ａ、１２ｂを介する結合
部の存在により、機械的強度と絶縁性の向上が図られる。磁性体全体にわたり、隣接する
軟磁性合金粒子１１が有する酸化膜１２ａ、１２ｂを介して結合していることが好ましい
が、一部でも結合していれば、相応の機械的強度と絶縁性の向上が図られ、そのような形
態も本発明の一態様であるといえる。また、部分的には、酸化膜１２ａ、１２ｂを介さず
に、軟磁性合金粒子１１どうしの結合が存在していてもよい。さらに、隣接する軟磁性合
金粒子１１が、酸化膜１２ａ、１２ｂを介する結合部も、軟磁性合金粒子１１どうしの結
合部もいずれも存在せず単に物理的に接触又は接近するに過ぎない形態を部分的に有して
いてもよい。さらに、磁性体は部分的に空隙を有していてもよい。
【００２２】
　更に、酸化膜１２ａ、１２ｂの厚みについては、以下の方法により評価できる。
【００２３】
　酸化膜の分析方法
（１）コアの中心を通るように走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）用の断面試料を作製する。
【００２４】
（２）ＳＥＭで酸化膜によって隔てられた粒子間界面を無作為に抽出し、選択する。軟磁
性合金粒子１１の界面か否かについては以下の手順で判定する。まず、試料の画像を取得
し、１００μｍ×１００μｍのグリッドになるように、試料の画像上に座標を設定する。
座標の内、コア部分のみを選んで、各座標に番号を割り振り、コンピューターにより乱数
を発生させ、座標の内、１点を選ぶ。選んだ１００μｍ×１００μｍのグリッド内を１μ
ｍ毎にグリッドで区切る。コンピューターにより乱数を発生させ、対応する座標の内の１
点を選ぶ。グリッド中の軟磁性合金粒子１１の界面の有無を確認し、軟磁性合金粒子１１
の界面が含まれない場合、再度、乱数を発生させ、グリッドを選び直し、選択したグリッ
ド内に軟磁性合金粒子１１の界面が含まれるまで繰り返す。選択したグリッドの内部にあ
る軟磁性合金粒子１１の界面を選択する。
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【００２５】
（３）選択した軟磁性合金粒子１１を粒子の中心を通る界面に垂直になるように集束イオ
ンビーム装置（ＦＩＢ）で加工し、薄片試料を作製する。薄片試料の作製方法は、マイク
ロサンプリング法を用いることができる。試料厚さは、軟磁性合金粒子１１の金属部分で
５０～１００ｎｍとなるよう加工する。試料厚さの評価は、走査型透過電子顕微鏡（ＳＴ
ＥＭ：日本電子（株）社製ＪＥＭ－２１００Ｆ）付属の電子エネルギー損失分光装置を用
いた、透過電子の非弾性散乱平均自由行程を利用した方法を用いる。ＥＥＬＳ測定時の半
収束角を９ｍｒａｄ、取り出し角を１０ｍｒａｄとし、この時の非弾性散乱平均自由工程
１０５ｎｍを用いる。
【００２６】
（４）試料作製後、直ちに、環状暗視野検出器とエネルギー分散Ｘ線分光（ＥＤＳ）検出
器を搭載したＳＴＥＭを用い、ＳＴＥＭ－ＥＤＳ法で酸化膜の有無を確かめ、ＳＴＥＭ－
高角度環状暗視野（ＨＡＡＤＦ）法で、酸化膜の厚さを計測する。具体的には、次の項目
で記す。ＳＴＥＭ－ＥＤＳの測定条件は、加速電圧２００ｋＶ、電子ビーム径１．０ｎｍ
、解像度１ｎｍ／ｐｉｘ、Ｆｅ粒子部分の各点の６．２２ｋｅＶ～６．５８ｋｅＶの範囲
での信号強度の積算値が２５カウント以上であるような測定時間とする。ＦｅＫα線＋Ｃ
ｒＫα線とＯＫα線の信号強度比が０．５以上である領域を酸化膜であると評価する。Ｓ
ＴＥＭ－ＥＤＳ法は試料内で信号発生領域が広がるため、測長に適さない。よって、測長
には、下記のＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＦ法を用いる。ＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＦ法の測定条件は、
電子ビーム径０．７ｎｍ以下、取り込み角２７ｍｒａｄ～７３ｍｒａｄ、倍率３００００
０倍、画素サイズが０．３５ｎｍ／ピクセルとする。ノイズの影響を除くため、画像中の
信号強度が１．７×１０６カウント程度であるようにする。測長時の倍率を揃えるため、
撮影の前後に同条件で倍率校正用の試料を撮影し、スケールを校正する。各画像の撮影の
前に、倍率を最大値まで上げたのち、元の倍率に下げ、レンズ電流を既定値（校正用試料
を撮影した際の値）に合わせ、試料高さを合わせてから撮影する。また、画像撮影は、界
面を横切る方向に電子線を走査して撮影する。
【００２７】
（５）ＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＦ像について、バックグラウンドの影響を減ずるため、画像中
の各画素の信号強度を、画像の縦方向と横方向の座標の一次関数の和（ｆ（ｘ）＝ａｘ＋
ｂｙ）で近似し、画像から差し引く。
【００２８】
（６）ＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＦ像中の、ＳＴＥＭ－ＥＤＳ像から判断して真空部を含まない
、酸化膜１２ａと酸化膜１２ｂを挟む金属粒子間に領域に垂直な長さ１μｍ程度の線分を
作成し、その線分に沿って画像強度のプロファイルを作成する。酸化膜１２ｂに垂直な線
分は、ＳＴＥＭ－ＥＤＳの酸素元素の信号強度から、酸化膜１２ｂの位置座標を抜き出し
、最小二乗法で近似直線を引き、その直線に垂直な直線として求める。
【００２９】
（７）ＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＦ像の強度プロファイルは、典型的には３種類の強度から構成
され、強度の高い方から軟磁性合金粒子１１、酸化膜１２ｂ、酸化膜１２ａに相当する。
これは、ＥＤＸ信号のプロファイルと対照することで判明する。より具体的には、プロフ
ァイル中の強度Ｉ（ｘ）について、次の式で規格化強度Ｉｎｏｒｍ（ｘ）に変換し、その
強度範囲で判断可能である。
　　　式：Ｉｎｏｒｍ（ｘ）＝（Ｉ（ｘ）－Ｉｍｉｎ）／（Ｉｍａｘ－Ｉｍｉｎ）
ただし、Ｉｍａｘはプロファイル中の強度の最大値、Ｉｍｉｎはプロファイル中の強度の
最小値である。軟磁性合金粒子１１は０．８＜Ｉｎｏｒｍ（ｘ）≦１．０、酸化膜１２ｂ
は０．２＜Ｉｎｏｒｍ（ｘ）≦０．８、酸化膜１２ａは０．０≦Ｉｎｏｒｍ（ｘ）≦０．
２に相当する。
【００３０】
（８）ＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＦ像の強度プロファイルから、酸化膜１２ａの厚さと酸化膜１
２ｂの厚さを求める方法は以下のとおりである。軟磁性合金粒子１１と酸化膜１２ａの間
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において、強度がその半分となる位置を軟磁性合金粒子１１と酸化膜１２ａの界面とする
。酸化膜１２ｂと酸化膜１２ａの間において、強度がその半分となる位置を酸化膜１２ｂ
と酸化膜１２ａの界面とする。軟磁性合金粒子１１と酸化膜１２ａの界面と酸化膜１２ｂ
と酸化膜１２ａの界面と、それぞれの界面の距離を求め、酸化膜１２ａの厚さとする。ま
た、酸化膜１２ｂの厚さは、酸化膜１２ｂと酸化膜１２ａの界面と酸化膜１２ｂの縁まで
の距離として求める。更に、酸化膜１２ｂの外側にＦｅの酸化膜が存在する場合には、同
様に界面を特定することで、それぞれの厚みを求めることができる。
【００３１】
（９）異なる１００μｍ×１００μｍのグリッドの中から、計１０個の粒子間界面につい
て同様に測定し、全ての粒子で測定した個別の酸化膜の厚さの平均値を試料の酸化膜の厚
さとする。
【００３２】
　酸化膜１２ａ、１２ｂを介する結合部を生じさせるためには、例えば、磁性体の製造の
際に酸素が存在する雰囲気下（例、空気中）で後述する所定の温度にて熱処理を加えるこ
となどが挙げられる。
【００３３】
　上述の、軟磁性合金粒子１１どうしの結合部の存在は、例えば、約５０００倍に拡大し
たＳＥＭ観察像（断面写真）において、視認することができる。軟磁性合金粒子１１どう
しの結合部の存在により透磁率の向上が図られる。
【００３４】
　軟磁性合金粒子１１どうしの結合部を生成させるためには、例えば、原料粒子として酸
化膜が少ない粒子を用いたり、磁性体を製造するための熱処理において温度や酸素分圧を
後述するように調節したり、原料粒子から磁性体を得る際の成形密度を調節することなど
が挙げられる。
【００３５】
　原料として用いる磁性粒子（以下、原料粒子ともいう。）の組成は、最終的に得られる
磁性体における組成に反映される。よって、最終的に得ようとする磁性体の組成に応じて
、原料粒子の組成を適宜選択することができ、その好ましい組成範囲は上述した磁性体の
好ましい組成範囲と同じである。
【００３６】
　個々の原料粒子のサイズは最終的に得られる磁性体における磁性体を構成する粒子のサ
イズと実質的に等しくなる。原料粒子のサイズとしては、透磁率と粒内渦電流損を考慮す
ると、ｄ５０は好ましくは２～３０μｍである。原料粒子のｄ５０はレーザー回折・散乱
による測定装置により測定することができる。
【００３７】
　原料として用いる磁性粒子は好ましくはアトマイズ法で製造される。アトマイズ法にお
いては、高周波溶解炉で主原材料となるＦｅ、元素Ｌ及び元素Ｍの原料を添加して溶解す
る。ここで、主成分の重量比を確認する。このようにして得た材料からアトマイズ法によ
り磁性粒子を得ることができる。
【００３８】
　原料粒子から成形体を得る方法については特に限定なく、粒子成形体製造における公知
の手段を適宜取り入れることができる。以下、典型的な製造方法として原料粒子を非加熱
条件下で成形した後に加熱処理に供する方法を説明する。本発明ではこの製法に限定され
ない。
【００３９】
　原料粒子を非加熱条件下で成形する際には、バインダとして有機樹脂を加えることが好
ましい。有機樹脂としては熱分解温度が５００℃以下であるアクリル樹脂、ブチラール樹
脂、ビニル樹脂などからなるものを用いることが、熱処理後にバインダが残りにくくなる
点で好ましい。成形の際には、公知の潤滑剤を加えてもよい。潤滑剤としては、有機酸塩
などが挙げられ、具体的にはステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウムなどが挙げられ
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る。潤滑剤の量は原料粒子１００重量部に対して好ましくは０～１．５重量部である。潤
滑剤の量がゼロとは、潤滑剤を使用しないことを意味する。原料粒子に対して任意的にバ
インダ及び／又は潤滑剤を加えて攪拌した後に、所望の形状に成形する。成形の際には例
えば１～３０ｔ／ｃｍ２の圧力をかけることなどが挙げられる。
【００４０】
　熱処理の好ましい態様について説明する。
　熱処理は酸化雰囲気下で行うことが好ましい。より具体的には、加熱中の酸素濃度は好
ましくは１％以上であり、これにより、酸化膜を介する結合部２２が生成しやすくなる。
酸素濃度の上限は特に定められるものではないが、製造コスト等を考慮して空気中の酸素
濃度（約２１％）を挙げることができる。加熱温度については、軟磁性合金粒子１１自体
が酸化して酸化膜１２ａ、１２ｂを生成し、その酸化膜１２ａ、１２ｂを介して結合を生
成させやすくする観点からは好ましくは６００～８００℃である。酸化膜１２ａ、１２ｂ
を介する結合部２２を生成させやすくする観点からは、加熱時間は好ましくは０．５～３
時間である。
【００４１】
　加熱により得られる磁性体の見かけ密度は好ましくは５．７～７．２ｇ／ｃｍ３である
。見かけ密度はＪＩＳ　Ｒ１６２０－１９９５に準拠する気体置換法によって測定される
。見かけ密度は上述の成形圧力によって主に調節することができる。見かけ密度が前記範
囲内であると、高透磁率と高抵抗とが両立する。なお、磁性体内には空隙３０が存在して
いてもよい。
【００４２】
　このようにして得られる磁性体を種々の電子部品の磁心として用いることができる。例
えば、本発明の磁性体の周囲に絶縁被覆導線を巻くことによりコイルを形成してもよい。
あるいは、上述の原料粒子を含むグリーンシートを公知の方法で形成し、そこに所定パタ
ーンの導体ペーストを印刷等により形成した後に、印刷済みのグリーンシートを積層して
加圧することにより成形し、次いで、上述の条件で熱処理を施すことで、本発明の磁性体
の内部にコイルを形成してなる電子部品（インダクタ）を得ることもできる。その他、本
発明の磁性体を磁心として用いて、その内部または表面にコイルを形成することによって
種々の電子部品を得ることができる。電子部品は表面実装タイプやスルーホール実装タイ
プなど各種の実装形態のものであってよく、磁性体から電子部品を得る手段については、
後述の実施例の記載を参考にすることもできるし、また、電子部品の分野における公知の
製造手法を適宜取り入れることができる。
【実施例】
【００４３】
　以下、実施例により本発明をより具体的に説明する。ただし、本発明はこれらの実施例
に記載された態様に限定されるわけではない。
【００４４】
実施形態１
（磁性粒子）
　アトマイズ法にて軟磁性合金粒子を調製した。アトマイズ法においてはＦｅ、Ｃｒ、Ｓ
ｉ、Ａｌ、Ｚｒを原料とした。軟磁性合金粒子の組成は表１記載のとおりである（単位は
ｗｔ％）。ここでの組成はＦｅ、Ｃｒ、Ｓｉ、Ａｌ、Ｚｒの合計を１００ｗｔ％とし、こ
れら主成分を１００ｗｔ％に対し、イオウ（Ｓ）を所定の割合で添加している。軟磁性合
金粒子の組成については、イオウ（Ｓ）については燃焼赤外吸収法で確認し、Ｓ以外の元
素はプラズマ発光分析で確認した。軟磁性合金粒子の平均粒子径は１０μｍにした。
（磁性体の製造）
　この原料粒子１００重量部を、ＰＶＡバインダ１．５重量部とともに撹拌混合し、潤滑
剤として０．５重量部のステアリン酸Ｚｎを添加した。その後、後述の各評価のための形
状に、６～１２ｔｏｎ／ｃｍ２の成形圧力で成形した。このとき、成形圧力は磁性体にお
ける軟磁性合金粒子の充填率が８５ｖｏｌ％になるように調節した。次いで、大気雰囲気
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下（酸化雰囲気下）において実施例１１は７５０℃とし、実施例１１以外は７００℃にて
１時間熱処理を行い、磁性体を得た。
【００４５】
【表１】

【００４６】
実施形態２
（磁性粒子）
　アトマイズ法にて軟磁性合金粒子を調製した。アトマイズ法においてはＦｅ、Ｃｒ、Ｓ
ｉを原料とした。軟磁性合金粒子の組成は表２記載のとおりである（単位はｗｔ％）。
【００４７】
（磁性体の製造）
　この原料粒子１００重量部と、所定の割合の塩化鉄（III）粉末を、ＰＶＡバインダ１
．５重量部とともに撹拌混合し、潤滑剤として０．５重量部のステアリン酸Ｚｎを添加し
た。塩化鉄（III）粉末の添加量はＦｅ、Ｃｒ、Ｓｉ、Ａｌの合計を１００ｗｔ％とし、
これら主成分を１００ｗｔ％に対し、塩素（Ｃｌ）が所定の割合となるようにした。塩化
鉄（III）粉末の添加量は、ＦｅＣｌ３として表２記載のとおりである。その後、後述の
各評価のための形状に、６～１２ｔｏｎ／ｃｍ２の成形圧力で成形した。このとき、成形
圧力は磁性体における軟磁性合金粒子の充填率が８５ｖｏｌ％になるように調節した。次
いで、大気雰囲気下（酸化雰囲気下）において７００℃にて１時間熱処理を行い、磁性体
を得た。
【００４８】
【表２】

【００４９】
　各実施例における内膜、外膜における元素Ｌ、元素Ｍの含有率の関係は以下のとおりで
ある。ＳＴＥＭ－ＥＤＸの元素強度マップから、内膜１２ａと外膜１２ｂの元素Ｍ、元素
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Ｌの各Ｋ線の強度を抜き出し、この数値で元素Ｌと元素Ｍのそれぞれの内膜と外膜の組成
の大小関係を比較した。カッコ内の記載は、各元素の大小関係を示している。
　比較例１：内膜（識別不能）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　比較例２：内膜（識別不能）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　比較例３：内膜（識別不能）、外膜（Ｚｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　比較例４：内膜（識別不能）、外膜（Ｚｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例１：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例２：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例３：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例４：内膜（Ｚｒ＞Ａｌ＞Ｆｅ）、外膜（Ａｌ＞Ｆｅ＞Ｚｒ）
　実施例５：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例６：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　参考例７：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　参考例８：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例９：内膜（Ｚｒ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｚｒ）
　参考例10：内膜（Ｚｒ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｚｒ）
　実施例11：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例12：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　実施例13：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　参考例14：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　参考例15：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
　参考例16：内膜（Ｓｉ＞Ｆｅ＞Ｃｒ）、外膜（Ｃｒ＞Ｆｅ＞Ｓｉ）
【００５０】
（評価）　各磁性体について、イオウ（Ｓ）については燃焼赤外吸収法で確認し、Ｓ以外
の元素はプラズマ発光分析で組成を測定し、磁性粒子の組成がそのまま反映されているこ
とを確認した。　各磁性体についてＴＥＭ観察を行い、酸化膜を介して磁性粒子が互いに
結合していることを確認した。
【００５１】
　体積抵抗率は、ＪＩＳ－Ｋ６９１１準じた測定を行った。具体的には、外形φ９．５ｍ
ｍ×厚み４．２～４．５ｍｍの円板状の磁性体を測定試料として製造した。上述した熱処
理時に、円板状の両底面（底面の全面）にスパッタリングによりＡｕ膜を形成した。Ａｕ
膜の両面に２５Ｖ（６０Ｖ／ｃｍ）の電圧を印加した。この時の抵抗値から体積抵抗率を
算出した。
【００５２】
　透磁率μの測定のために、外径１４ｍｍ、内径８ｍｍ、厚さ３ｍｍのトロイダル状の磁
性体を製造した。この磁性体に、直径０．３ｍｍのウレタン被覆銅線からなるコイルを２
０ターン巻回して測定用試料を得た。Ｌクロムメーター（アジレントテクノロジー社製：
４２８５Ａ）を用いて、測定周波数１００ｋＨｚにて磁性体の透磁率を測定した。
【００５３】
　耐電圧の測定のために、外形φ９．５ｍｍ×厚み４．２～４．５ｍｍの円板状の磁性体
を測定試料として製造した。上述した熱処理時に、円板状の両底面（底面の全面）にスパ
ッタリングによりＡｕ膜を形成した。Ａｕ膜の両面に電圧を印加して、Ｉ－Ｖ測定を行っ
た。印加する電圧を徐々に上げて、電流密度が０．０１Ａ／ｃｍ２となった時点での印加
電圧を破壊電圧であるとみなした。破壊電圧が２５Ｖ未満であればＣ、２５Ｖ以上１００
Ｖ未満であればＢ、１００Ｖ以上であればＡとしてランク付けした。
【００５４】
　防錆性の評価のために、外形φ９．５ｍｍ×厚み４．２～４．５ｍｍの磁性体を製造し
た。この磁性体を８５℃／８５％の高温多湿の条件下で１００時間放置した。試験前後に
おける磁性体の外形の寸法変化を測定して、寸法変化が０．０１ｍｍ未満であればＡ、０
．０１ｍｍ以上０．０３ｍｍ未満であればＢ、０．０３ｍｍ以上であればＣとしてランク
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付けした。
【００５５】
　機械的強度の評価のために、３点曲げ破断応力を測定した。図２は、３点曲げ破断応力
の測定の模式的な説明図である。測定対象物に対して図示されたように荷重をかけて測定
対象物が破断するときの荷重Ｗを測定した。曲げモーメントＭおよび断面二次モーメント
Ｉを考慮して、以下の式から、３点曲げ破断応力σｂを算出した。
　　　σｂ＝（Ｍ／Ｉ）×（ｈ／２）＝３ＷＬ／２ｂｈ2

　３点曲げ破断応力を測定するための試験片は、長さ５０ｍｍ、幅１０ｍｍ、厚さ４ｍｍ
の板状の磁性体を測定試料として製造した。
【００５６】
　各評価結果を表３に記載する。
【表３】

【００５７】
　これらの結果、比較例では体積抵抗率が低くなっている。これは、内膜１２ａが完全に
軟磁性合金粒子１１の表面を覆っていないことを示しており、厚さの測定においても測定
できない範囲となっていた。これに対し、内膜１２ａを５ｎｍ以上とすることで体積抵抗
率は高くでき、軟磁性合金粒子１１の断面観察において粒子表面の全周にわたって確認で
きるものであった。特に、内膜１２ａは厚さ１０ｎｍ以上とすることで、耐電圧に対して
も強くなっており、より広い用途に使うことができる。また、外膜１２ｂについても同様
に、内膜１２ａの外側全周にわたって確認できるものであった。このように、内膜１２ａ
、外膜１２ｂがそれぞれ軟磁性合金粒子１１の表面を覆っていることで、絶縁だけでなく
、錆に対しても強い酸化膜１２ａ、１２ｂを得ることとなる。このことで、高耐湿などの
環境下に影響されず、インダクタンス特性の変化及び抵抗値の変化を生じることがない。
ただし、ここでは軟磁性合金粒子１１どうしの結合している部分には酸化膜１２ａ、１２
ｂは存在せず、この部分を除く軟磁性合金粒子１１の表面を指している。
【００５８】
　また、実施例３においては、比較的外膜１２ｂの厚さが薄くなり透磁率は高くできる。
しかし、外膜１２ｂが薄くなると強度低下を生じ易くなる。これに対し、実施例１１では
熱処理温度を調整し、温度を高めに設定したことで、外膜１２ｂの外側にＦｅの酸化物を
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形成できる（図示していない）。このＦｅの酸化膜は内膜１２ａ、外膜１２ｂの厚さを厚
くすることなく、磁性体中の空隙を埋めることができる。これにより、透磁率を高く維持
しつつ、素体強度を高くすることができる。また、Ｆｅの酸化膜を存在させることで、温
度特性を調整できる。酸化膜１２ａ、１２ｂを介して軟磁性合金粒子１１とＦｅの酸化膜
を存在させることで、温度特性の変化を小さくでき、広い温度範囲で一定した磁性特性を
得ることが可能となる。このことで、１５０℃のような使用環境でも特性変化のない磁性
体を得ることができる。
【００５９】
　このような磁性体１１により、高い信頼性の巻線型や積層型のコイル部品を作ることが
できる。特に、Ｆｅの含有率を９２．５～９６ｗｔ％のようにＦｅの割合を高く、しかも
充填率を高くしても絶縁性を確保できることで、これまで以上の小型で、高電流に対応で
きるインダクタを作ることができ、電子機器の高性能化にも寄与できる。
【符号の説明】
【００６０】
１１：軟磁性合金粒子
１２ａ：内膜
１２ｂ：外膜

【図１】

【図２】
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